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１　改正理由
　国の通知（「「農地法の運用について」の制定について」の一部改正について（平成31年３月29日付け30農振第4000号農林水産省農村振興局長通知）及び建築条件付売買予定地に係る農地転用許可の取扱いについて（平成31年３月29日付け30農振第4002号農林水産省農村振興局長通知））により、特定建築条件付売買予定地が土地の造成のみ（農地法施行規則第47条第５号）に該当しないこととなったため。

２　審査基準の改正内容
(1) 自己転用について
農地所有者が宅建業者である場合にも対応する必要があることから、４条転用も許可の対象とする。
(2) 個別基準の改正について
　ア　名称及び許可の対象とする権利移動の形態
　　建築条件付売買予定地を対象とすることから、農地転用事業者から土地購入者への所有権移転を予定する場合のみを許可対象とする。
　イ　基準の内容
　【定　義】
　　　建築条件付売買予定地
自己の所有する宅地造成後の土地を売買するに当たり、土地購入者との間において自己又は自己の指定する建設業者との間に当該土地に建設する住宅について一定期間内に建築請負契約が成立することを条件として売買が予定される土地。

　【許可要件】
次の要件に該当する場合に限り「土地の造成･･･のみ」に該当しないものとして取り扱う。
　　①　解除特約付建築請負契約の締結
・　当該土地について、農地転用事業者と土地購入者とが売買契約を締結し、当該農地転用事業者又は当該農地転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが当該土地に建設する住宅について一定期間内（売買契約締結日から３月以内）に建築請負契約を締結することを約すること。
一定期間内　国の通知では「おおむね３月以内」と規定され、起算点が明確にされていないことから、県審査基準上売買契約締結日からと規定する。
・　農地転用事業者又は農地転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが、一定期間内（売買契約締結日から３月以内）に建築請負契約を締結しなかった場合には、当該土地を対象とした売買契約が解除されることが当事者間の契約書において規定されていること。
②　建売住宅への転換
農地転用事業者は、農地転用許可に係る土地の全てを販売することができないと判断したときは、販売することができなかった残余の土地に自ら住宅を建設すること。
　　③　過去の実績
　　　　農地転用事業者が過去に建築条件付売買予定地で農地転用許可を受けている場合には、許可条件を履行していること。
　　　　→　国の通知では、許可条件を履行しないことその他の事情がある場合不許可とすることができる規定があることから、これを踏まえた許可要件を規定する。
　　　
３　申請書に添付する書類
　①　事業計画書
資金計画欄に、土地購入費、宅地造成費のほか、事業に係る土地の全てに自ら住宅を建設することとなった場合の建設費を合算して計上する。
　　　→　全く売れない場合でも、転用者において住宅建設を確実に履行する資力があることを確認する。
　②　宅地造成費、建売建設費（事業に係る土地全てに自ら住宅を建設する場合）の見積書
③　土地利用計画図
　　　宅地造成のほか、事業に係る土地全てに自ら住宅を建設することとなった場合の標準的な建物の面積、配置等を表示する。
　④　工程表
宅地造成・土地販売期間（全てを販売できないと判断する時期を含む）・建築請負契約・建築確認・建築着工・建物完成までに要する期間を明示する。
　⑤　宅建業免許証の写し
　⑥　建設業許可通知書等の写し
→　事業に係る土地全てに自ら住宅を建設する場合における建設業者（＝②を発行した業者を想定）のみ要するものとし、農地転用事業者又は農地転用事業者が指定する建設業者に係る許可書までは不要とする。
　⑦　農地転用事業者と土地購入者との土地売買契約書（ひな形）
　　　→　解除特約が付されているものに限る。
　⑧　農地転用事業者又は農地転用事業者が指定する建設業者と土地購入者との建築請負契約書（ひな形）

４　許可指令書
　許可条件に次の２点を記入する。
①　許可に係る工事（住宅の建設工事を含む。以下同じ。）が完了するまでの間、当該許可の日から３月後及び１年ごとに当該工事の進捗状況（造成工事の状況、土地売買契約締結の状況、建築請負契約締結の状況、建築確認の状況、農地転用事業者自らが住宅を建設することとなった状況等）を報告するとともに、当該工事が完了したときは、遅滞なくその旨を報告すること。
②　農地転用事業者から土地購入者への土地の引渡しについては、当該土地に住宅が建設されたことを確認した後又は当該土地の宅地造成後に建築確認が行われた後に行うこと。
　また、許可指令書の転用の用途の欄に、「特定建築条件付売買予定地」と明記する。

５　進捗状況（許可台帳）
　転用事業者からの進捗状況報告により、宅地分譲数に対する住宅完成数により進捗率を管理する。
　→　土地購入者又は農地転用事業者が指定する建設業者による報告は不可とする。

６　施行時期
　令和２年１月６日以後農業委員会が受理する許可申請から適用する。
